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補強土壁工法の性能の基本的な考え方 

 

1．はじめに1 

 補強土壁工法は、盛土材料とその間に敷設され

た鋼材や高分子樹脂等の補強材との摩擦・支圧抵

抗力によって盛土の安定性を補い、鉛直な壁面を

有する土留め構造物を構築する工法である。補強

土壁工法は、高い耐震性能を有し、従前の工法で

は対応が困難な高い壁を経済的に構築できる特徴

がある。補強土壁工法は、当センターからの設計

施工の手引きとなるマニュアルの出版以来、急速

に普及し、平成11年には道路土工－擁壁工指針

にも取り上げられた。 

 本報文では、当センターから発刊している4つの補

強土壁工法設計・施工マニュアルに関し、適用に当

たっての基本的な考え方や今後の課題を示す。 

 

2．各種補強土壁マニュアルの基本的な考え方 

2.1 マニュアルの概要 

 当センターでは、平成25年12月から26年8月に

ジオテキスタイル、テールアルメ、多数アンカー

の3つの補強土壁工法の設計・施工マニュアルの

改訂版を、また本年2月にはアデムウォール工法

の設計・施工マニュアルの初版を出版した1)～4)。 

 これらのマニュアルは、道路土工－擁壁工指針

（平成24年度版）に合わせ、性能規定型の設計

の考え方を取り入れた。また、同指針に示された

性能照査の考え方に従い、大型の動的遠心実験や

中越地震等の地震災害、豪雨災害等での実績を基

に常時、降雨、地震動の各作用に対し、所定の規

模の範囲内であれば、補強土壁として所要の性能

を確保するに必要な設計・施工法等を示している。 

 

2.2 マニュアルにおける性能の考え方 

 ①性能規定による設計 

 性能設計は、構造物に求められる性能に基づい

て設計するもので、新たな材料や合理的な技術の

導入促進などの様々な利点がある。このためマ

                                                      
 

ニュアルも性能規定型の設計法を基本としている。

しかし、マニュアルに示す具体的な設計法は、こ

れまでの実績・経験から所定の性能を有すると見

なせる従前からの慣用的な方法によることとし、

性能設計に必要な要求性能や限界状態、その指標、

性能の照査・検証方法等については規定していな

い。このためにマニュアルでは性能設計法で構造

物の設計を行うことに制限を加えていないが、実

施する際には、これらの項目・内容について発注

者や設計者が独自に定め、それらの者の責任の下

に実施することになる。 

②適用範囲と適用にあたっての条件 

前述したように、マニュアルはこれまでの実績

から見なし規定による慣用的な設計法によってい

る。その際に、不適切な調査・設計・施工に起因

し壁面の傾斜や目地の開き、壁面材の破損等の変

状や変形が生じている現状から、マニュアルでは、

実績、理論面の両面から確実に性能を保証できる

範囲に限定するとともに、性能を確実に確保でき

る用途、構造・規模、材料の仕様（形状・材質，

強度）や規程（設計法・照査法，構造細目，施

工・施工管理法等）を定めている。さらに、マ

ニュアルでは、調査・設計段階からの施工・施工

管理段階まで、それぞれの作業がマニュアルを遵

守して行われることと、遵守して行われたことを

示す設計図書や記録簿等を管理者へ提出すること

を求めている。なお、完成当初は安定な構造物が

供用期間中に生じる排水路の不全に伴う盛土材の

湿潤化等の保守上の課題については、マニュアル

に示す留意事項を参考に日常の点検管理の適切な

実施によって対応できるものと考える。 

③適用範囲外の補強土壁と他工法の引用 

現場条件によってはマニュアルの適用範囲を逸

脱した仕様や設計・施工法とせざるを得ないこと

もある。このような場合には、設計者は安定の確

保のために必要な方策を取るとともに、マニュア

ルの適用範囲外である旨並びに適用外でも安定で

あることの理由とを工事完了後に構造物を受け取

る管理者に伝える必要がある。 

1



 
 
 

 

 

土研センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 補強土壁の変状と対策5) 

 

また、上記の意味で当センターのマニュアルに

規定する以外の補強土壁がマニュアルに準拠した

設計・施工法、を採用しても、その性能を保証さ

れるものではない。例えば、修正設計震度ν＝

0.7は、マニュアルに規定するそれぞれの補強土

壁について動的大型実験や大規模地震等の実績を

基に慎重に決定されたものである。従って、材

料・寸法や安定機構が異なる他の補強土壁では

違った値になり、実験等により求める必要がある。

また、同様に他の工法がみなし規定の設計法を採

用する際にも、要求性能を適切に設定し、それら

を満足することを論理的な妥当性を有する方法や

実験等により検証がなされた手法、これまでの経

験・実績から妥当と見なせる手法等、適切な知見

に基づいて照査する必要がある。 

 

2.3 今後の方向 

 平成26年度末に新築・改築の際の道路構造物

の安全性等の確保の観点から土工構造物技術基準

が発出され、橋梁やトンネル等と同様に法律、

政・省令、基準から指針に至る体系が整備された。

マニュアルにおいても、その新たな動向への対応

が求められるとともに、次のような課題への対応

が必要となる。 

①維持管理と健全性評価 

平成26年6月にトンネルや橋梁等について、近

接目視を基本とする点検要領が策定された6)。補

強土壁についても、経年した構造物が少なく、ま

た橋梁等と変状や破壊に至る過程は異なるものの、

効率的で確実な維持管理手法の確立が望まれてい

る。このために維持管理については、現在、独法

土研が中心になり、共同研究が進められており、

簡便な壁面・のり面の変位・変状の計測技術をは

じめ、健全度評価法や変状に応じた補修・補強技

術等のマニュアルに記載すべき具体的な成果が待

たれる。特に、健全性評価ついては、安定と変形

に関する理論的解析とともに、補強土壁の特性か

ら完成後に生じる健全な変位量のデータの収集等、

統計的なデータ分析に基づいたアプローチも必要

である。 

②研究の充実と相互の協力 

 補強土壁工法は、規模や用途の拡大に技術的に

も理論的にもその裏付けが追い付いておらず、

様々な課題が指摘されている。このため、今回の

マニュアルでは、確実に構築でき、理論的に説明

の可能な範囲に限定した。本来、補強土や補強土

壁は、社会資本を合理的、経済的に整備する上で、

極めて重要な位置を占める技術であり、これらを

確実に使いこなすことが不可欠となる。例えば、

今回のマニュアルでは取り込まなかった両面補強

土壁や見かけの補強せん断強度増分、また流水箇

所等の設置場所の制限、環境に応じた材料の腐食

や劣化対策、さらに部分安全係数設計法等の本格

的な性能設計化の導入等がある。これらの補強土

壁全体に共通する事項については、それぞれの課

題や適用条件・限界値を明確にし、工法の立場を

越え、官民が協力して適切な方法（実験、解析）

により検証を行い、次回、若しくは次々回の本格

的なマニュアルの改訂には取り込めるように、広

く議論できる委員会等の体制を整え、研究を行う

ことが必要である。 

③データベースの構築 

2.2②に記した設計図書や、調査・設計から施

工段階までの過程の記録は、変状の発生の際の原

因・誘因分析に不可欠であり、今後、それらの記

録を集めたデータベースは補強土壁がより合理的

な設計・施工法を確立するのに欠かせないもので

ある。このために管理者の協力の元に工法メーカ

や協会が記録の収集できる体制をはじめ、工法に

よらず調査・設計段階からの統一的な記録簿の策

定、入力・転記の人為的なミスを防ぐためのICT

を活用したシステム、さらに収集したデータを一

元的に管理する体制の構築とマニュアルによる位

置付けが望まれる。 

設計の問題
・軟弱地盤(調査不足)
・不十分な排水計画
・凍上対策
・土粒子の流失
発注の問題
・冬季施工
・小分け発注

・地震
・豪雨時の地下水位上昇
・洪水や津波など
・凍上

残存耐力の評価
維持・補修技術

・補強材の長期変化
・盛土材の長期変化
・排水機能の低下
・細粒分の流失

・細粒土など不適切
材料の使用

・締固め不足
・施工管理

維持・補修

安定性評価

供用建設設計

一時的過大作用

補強土壁の性能評価は「設計時」（当然）と「被災時」などに行われる

維持管理は地震時など一時の問題ではなく一生の問題である
設計・施工段階に問題の根がある場合もあり、対応が必要

履歴をきちんと記録
しておくことが重要
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3．おわりに 

今回のマニュアルでは、健全性評価等の長期・

短期にわたる様々な技術的な課題を積み残した。

また、データベースの構築や補強土壁工法に特化

した施工管理技術者の育成と管理体制の構築など

制度の面でも沢山の改善すべき点がある。今後、

合理的、確実で信頼性の高い補強土壁工法の構築

を目指し、補強土壁に関与する者全体が切磋琢磨

と協力の下に、これらへの対応が求められる。 
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